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職業訓練受講拒否を理由とする失業給付の給付制限
丸 谷 浩 介
１．はじめに
失業者の生活保障と就職支援に関する規範的根拠が生存権，労働権（勤労
権と勤労の義務）から重畳的に構成されると?える場合，そこからは求職者
の国家に対する適職選択権を導出しうる。
求職者が失業関連給付を受給する際，求職活動や職業訓練などの積極的活
動を行うことが国家より指示され，それと引き替えに受給権を取得するとい
う関係に置く法的構造を採用するのが国際的な潮流である。ただこれには，
受給権を取得するための条件として何らかの活動を行うことが位置づけられ
るのか（永続的給付制限ないし受給要件の非充足），法的にないし行政上指示
された事項を履行しないことが給付に何らかの影響を受ける（たとえば，一
定期間の給付を停止されるといった一時的給付制限措置）といったようなも
のか，あるいはこれら指示が単なる努力義務に過ぎず，事実上の強制関係に
とどまると把握するのかまで，その態様は様々である。
そもそのこのような積極的活動を行わないことが給付に影響を与えるとい
うことについて，その理論的根拠は様々に主張されてきた。たとえば，失業
保険財政に与える影響と求職者の行動との利害が一致しないための措置であ
るとか，福祉依存からの脱却を法的に表明したものであるとか，労働市場へ
の長期的な接触を維持するためであるとか，一定の政策目的を持って労働市
場を形成誘導するためには求職者に動機付けを与えることが不可欠であると
か，である。
このような目的を達成するために，我が国の法制では，雇用保険の受給資
格者が，公共職業安定所の紹介する職業に就くこと又は公共職業安定所長の
指示した公共職業訓練等を受けることを拒んだときは，その拒んだ日から起
算して一箇月間は，基本手当を支給しない旨規定している（雇用保険法32条
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１項）。
これに加え，2011年10月より施行されている求職者支援法（職業訓練の実
施等による特定求職者の就職の支援に関する法律）では，認定職業訓練等の
受講拒否等に関して，訓練受講給付金を支給しないことにしている??。
上述の労働権を基盤とする適職選択権の?え方からいえば，この条文は抑
制的に用いられるべきということになる。そして，実際の判断基準は行政庁
の内部規則に委ねられている。その一方で，求職者が自己の自由に固執する
ならば，そこに法的紛争が生じることになろう。しかしながら，このような
受給資格者が想定する自己の権利内容と公共職業安定所の主張する受給資格
者の義務内容が対抗する関係になるにもかかわらず，この条文に関する法的
紛争は，驚くほどに少ないようである??。
他方，このような職業訓練拒否を理由とする給付制限の規定は，イギリス
の1995年求職者法（以下，「法」という。）19条にもみられる。イギリス法に
おけるこの給付制限をめぐる問題は，頻繁に法的紛争として表面化している。
そして，司法ないし審判所・コミッショナー??において示された判断方法な
いし判断基準が，事実上給付を所管する給付判定官の裁量を拘束している。
そこで本稿では，職業訓練の受講拒否を理由とする給付制限の法構造とそ
の判断について，裁判例と社会保障コミッショナーの裁決例を中心に検討す
る。この作業によって，1997年以降に強い影響力を持った「福祉から就労へ
プログラム」の法的基盤について，イギリス法の議論を参?に検討を加える
ことにしよう??。
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⑴ 同法については木下秀雄「求職者支援法の検討」労旬1748号（2011年）10頁，丸谷浩
介「職業訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律」ジュリスト1430号
（2011年）45頁。
⑵ 公刊されているものとしては下市公共職業安定所長事件（大阪高判昭和57・８・９労
判392号カード11頁）のみであろう。
⑶ 労働党政権下の社会保障審判所制度改革については，伊藤治彦「一九九八年イギリス
社会保障法における審判所の構成についての一?察」川上宏二郎先生古稀記念論文集『情
報社会の公法学』（2002年，信山社）375頁以下，山下慎一「イギリス社会保障法領域に
おける審判所の『職権主義』の生成と展開」九大法学（2011年）103号１頁参照。
⑷ なお，職業紹介拒否を理由とする給付制限については，佐賀大学経済論集（2012年）
44巻６号に掲載予定の論文で論ずる予定である。
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２．法規定の推移
⑴ 1911年国民保険法
求職者の行動によって失業保険給付が制限されるということは，世界で最
初に国営失業保険として成立した1911年国民保険法（National Insurance
 
Act 1911）に溯る。同法では次のように定めていた。
【87条１項】 労働争議によって操業が停止されている間，失業給付を欠
格する。
【同条２項】 非違行為により職を失った労働者（workman），十分な理由
（just cause）なく自発的に離職した労働者は，雇用を喪失
してから６週間給付を欠格する。
【同条３項】 労働者が刑務所あるいはワークハウスに収監されている間，
全部又は一部が公的基金から支出されている何らかの施設
に入所している間，一時的あるいは永続的に英国（United
 
Kingdom）から離れている間，給付を欠格する。
【同条４項】 国民保険法所定の疾病給付や障がい給付の受給権を有する
間，失業給付を欠格する。
このように，失業保険制度の創設当時は，離職の態様（労働争議や自己都
合，懲戒解雇）によって給付を欠格するということが予定されていたものの，
職業訓練指示違反や職業紹介拒否によって欠格するとの?え方が採用されて
はいなかった。
⑵ 1930年失業保険法
この転機になったのは，1930年失業保険法であった。同法４条は次のよう
に定めた。
【第１項】 給付の申請者が労働省の職員から適切な雇用が提示された場
合，正当な理由（good cause）なくそれを拒否したり求職の
申込を断ったとき，彼は６週間以下の期間で裁判所の判定官
（the court referees or the umpire）が定める期間，給付を
欠格する。ただし，その雇用が公共職業紹介所あるいは適格
の機関若しくは使用者から求人を紹介される限り，その職が，
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労働省の職員，公共職業紹介所若しくは適格の機関が，申請
者の具体的生活状況と申請者の居住地における職を得る手段
として合理的であると判断する限りにおいて，それを書面で
申請者に通知して求人を斡旋したにもかかわらず，申請者が
それを正当な理由なくそれを拒否あるいは申込を断る場合に
限る。
【第２項】 この条文の目的において，雇用とは，申請者が次のような場
合にある限りにおいて，適切な雇用であるとみなされてはな
らない。
⒜ その雇用の求人が，労働争議に起因する操業停止の結果
として生じたものであること。
⒝ 申請者の通常の職務からして，最後に雇用されていた地
域での賃金や労働条件が，通常期待される水準よりも低く
なる場合
⒞ 申請者の通常の職務からして，地域を問わずに賃金や労
働条件が，当該地域における労働協約や善良な使用者なら
ば提供するであろうと認められる条件よりも低下する場合
つまり，1930年法は二つのことを含意していたのである。一つは，失業保
険制度を利用して失業の罠に陥ることを防ぐために，適格機関が提供する職
を拒否する場合には，その非違行為の程度に応じて６週間以内の給付が停止
されるということである。このことは，制度へのただ乗りを排し，求職者の
固執する労働条件に再?の機会を付与しつつ，生活保障が損なわれないよう
にするための調和点であったということができよう。
もう一つは，求職条件として保障される「適切な職」について，賃金，居
住地，職種などの労働生活全般に関わる事項のうち，保障されるべきものが
何であるのかを個別に調整させることにしていることである。まずは職業生
活における尊厳性について，適切な機関で明らかにした後，それが具体的な
労働市場においてどのように評価されるのかを見つつ，徐々にその調和点を
図るということが，法的に保障されたものであるということは特筆に値する。
1930年法からは，このような二つの特徴によって，労働権の規範的内容で
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ある適職選択の権利が制定法上明らかにされていたことを見出すことができ
るのである。
⑶ 1946年国民保険法
1946年法国民保険法には，次のような規定を設けていた。
?（求職者にとって）有効適切なものとして提供される職業訓練につい
て，正当な理由なくそれを利用せず，または利用を拒否する場合」には，
給付を欠格する。
すなわち，ベヴァリッジ報告を受けて制定された国民保険法には，失業給
付の欠格事由としてそれまでの職業紹介拒否に止まらず，命じられた職業訓
練についても法的義務と構成することにより，給付制限事由との位置付けを
与えたのである。
⑷ 1965年国民保険法
1965年国民保険法に基づく失業給付においては，いさかさ複雑な規定構造
を有していた。求人の提供にもかかわらずそれを拒否する場合に関していく
つかの欠格事由を設けていたのである（同法改正法である1975年社会保障法
29条１項ｂ号からｅ号も同様であった）。
【22条２項】 求職者が次のような行動をとる場合，６週間を超えない範
囲で給付を欠格する。
⒝ 公共職業紹介所や適格機関，使用者から適職が紹介さ
れ，正当な理由なくこれに応募しなかったとき
⒞ 適職を得ることができる合理的な機会があったにもか
かわらず，それを履行しなかったとき
⒟ 公共職業紹介所が求職者に対して適切な雇用であると
いうことで推薦状を発行したにもかかわらず，正当な理
由なくそれを持参せず，その推薦状があれば求職者の居
住する地域で採用されたであろうと思慮されるとき
⒠ 通常の雇用に復帰するために労働大臣が有効であると
判断した職業訓練への従事命令について，正当な理由な
くその命令に応じた訓練従事の機会を拒否した，あるい
は懈怠したとき
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そして，同項⒟号にいう「雇用の適切性（to be employment suitable）」
を判断するに際しては，次のような基準を設けた。
【同条５項】 本条の目的で，雇用は次のような場合に適切であるとはみ
なされない。
⒜ 労働争議に起因する操業停止の結果生じた求人である
とき
⒝ 申請者の居住する地域において，前職と比較した場合
に賃金水準，労働条件が，当該地域において通常期待さ
れるような水準を下回わるような場合
⒞ 申請者の居住する以外の地域において，当該ジョブに
おける賃金水準や労働条件が，労使間の協約や善良な使
用者ならば提供するであろう条件を下回るような場合。
ただし，申請者が離職して間もない時期であれば，前職
賃金を下回らない通常の職であり，労働条件が低下しな
いような職についても適切であるとみなされる。
このような規定の結果，公共職業紹介所ないし権限ある職業紹介機関の提
示することができる求人内容については，それが求職者にとって任意のもの
であっても良いというわけではなく，適職という法の規定によって裁量が統
制されてきたものといえよう。しかも適切な裁量権行使の結果として提示さ
れた適職に関しても，求職者は「正当な理由」がある限りにおいてそれを拒
否しうるものとされたのである。したがって，求職者にとっては自己の適職
選択権の確保については，二重の保障がなされてきたものということができ
よう。
⑸ 1989年社会保障法
これに転機をもたらしたのが1989年社会保障法である。その12条は次のよ
うに定めた。
【第１項】 1975年社会保障法第20条第１項の規定（欠格等）において，
⒝ 同条同項⒝⒞⒟における「適切な雇用」という文言を，
「雇用」に改める。
⒞ 同条同項⒞⒢における「懈怠」の前に「正当な理由なく」
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との文言を挿入する。
【第３項】 同条４項の規定（「適切な雇用」の定義）について，次のよう
に変更する。
?第４項 第１項に規定する目的で，規則で以下のことを定
める。
⒜ 求職者に義務づけられた活動を拒否することが正当であ
るか否かを判断する?慮要素
⒝ 求職者に義務づけられた活動を拒否することが正当であ
るか否かを判断する場合の?慮事情
このような規則を条件として，申請者に正当な理由があるか
否かを判断するに際しては，当該雇用における賃金水準の低
下については?慮しないものとする。」
つまり，1989年改正は①「適切な雇用」という文言を削除すると同時に，
②拒否の正当事由についてその判断基準を明確にし，③拒否の正当事由とし
て賃金水準を保障しないということにしたのである。
この規定は1988年雇用法（Employment Act 1988）で求職活動が当該求職
者に対する法的義務として位置づけられたので，この拒否に対する制裁もよ
り明確に定められるようになったことに由来しているのである??。
⑹ 1992年社会保障拠出給付法と1995年求職者法
1992年の社会保障拠出給付法（Social Security Contributions and Bene-
fits Act 1992）ではその28条１項ｄ号で，以下のように定めていた。
?求職者が，その求職活動を支援する観点からなされた雇用事務官によ
る勧告（recommendations）に正当な理由なく従わなかったとき」に
は，給付が制限される。
しかしながら，この条文が活用されることはあまりなかった??。当時の立法
状況としては，雇用事務官が求職者に対して求職活動に関する方法を指示す
るなどの根拠規定が存在していなかったことが影響していた。それ故に，当
⑸ Ogus& Barendt,The Law of Social Security 3rd.edition,Butterworths,1988,p65
⑹ Wikeley,Ogus& Barend’s,The Law of Social Security 5th edition,2002,Butter-
worths,p375
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時の条文に関し，コミッショナーの裁決でもこの条項に関する報告が存在し
ていない。
これに対し，1995年求職者法では次に見るような求職者指令違反を明確に
給付制限条項として位置づけた。保守党政権下においては，このような職業
訓練等に関する給付制限一般を厳格化してきたということは確認しておくべ
きであろう。これを発展させたのが1997年以降の労働党政権であり，そこで
導入されてきたニューディール（個別的状況に鑑みた就労阻害要因を除去す
る各種の就労支援策）を実効性ならしめるために，この求職者指令違反を給
付制限の根拠として位置づけたことは，特筆に値する。これによって職業訓
練ないし雇用プログラムを間接的に強制的なものとして機能させたのである。
それでは次に，現行法に関して職業訓練に係る指示違反について検討しよ
う。
３．職業訓練・求職活動に関する指示違反
⑴ 求職者指令の指示違反：法律の定め
法19条１項は次のように規定している。
?申請者が求職者手当の受給権を取得しているとしても，本条第５項か
ら第７項に規定する場合には手当を支給しない。」
そして，これを受けた同条５項では次のように定めている。
求職者の具体的な生活環境を前提にして，雇用事務官が合理的なもの
であるとして発した求職者指令（jobseeker’s direction）に対して，正当
な理由なくその履行を拒んでいるとき（同条５項ａ号)，あるいは正当な
理由なくして職業訓練・雇用プログラムへの参加を正当な理由なく拒ん
だとき，ないしそれらの訓練やプログラム課程を中途で放棄したとき，
出席が強制されているにもかかわらず欠席したとき（ｂ号），訓練やプロ
グラムを求職者の非違行為によって除籍処分とされたとき（ｃ号）には，
規則の定めに従って１週間以上26週間以内で支給が停止される（同条２
項）。
1980年代の保守党政権は，給付制限の期間が最大６週間であったのを二度
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にわたって拡大し，現在は最高26週間にまで及んでいる。さらに，受給要件
として1989年法には「積極的に求職活動をしていること」を挿入し，求職者
に課す義務を強化するなどの対応をとってきた。このような事情を反映して，
それまで「欠格」と呼ばれてきたこれらの措置が，法律上も「制裁（sanction）」
と呼ばれるようになった。職業訓練の受講拒否を理由とする給付制限も，こ
の文脈で理解されるものである。
ただし，実際には雇用事務官が行う欠格期間の決定は，規則によってその
裁量が狭められている。規則69条によれば，４週間の欠格が付与されるのが
過去12ヶ月以内に職業訓練・雇用プログラムの拒否等を理由として給付制限
を受けた者が再度これに該当するようになった場合であり，２週間の制限を
受けるのがそれ以外の場合とされている。
ただ，非違行為の回数程度に応じて給付制限の期間設定が行われるので，
実際はこれよりも長期の給付制限（制裁）をうけることがありうる。
さらに，ニューディールの「オプション」に関連して，過去12ヶ月以内に
２度以上の違反行為があった場合には，給付制限の最大欠格期間である26週
間を課せられる（規則69条１項ｃ号）。このように，ニューディールへの従事
は，それ自体が法的な義務として位置づけられたのではなく，給付制限の脅
威を背景として半ば強制的なものとして機能したということができるであろ
う。
⑵ 求職者指令の指示違反：規則の定め
これらの給付制限（制裁）規定に関して，法の委任立法である1996年求職
者手当規則（Jobseeker’s Allowance Regulations 1996。以下「規則」とい
う。）では，本条項の適用を回避する「正当な理由」について，例示列挙して
いる。
規則72条は，求職者指令の不履行と提供を受けた求人の拒否に関して，そ
れらを拒否することができる正当事由として以下のものをあげる。
⒜ 職業能力に関する制限
週あたり40時間の労働に従事することのできる心身上の能力が欠如
しているとき（規則６条），求職者に提示される勤務地または労働条件
からみて，その能力に欠けると判断されるとき（規則７条），心身上の
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能力ないし家庭介護責任を有することにより，就労に相当の制限があ
るとき（規則13条）
⒝ 求職者指令によって指定された活動によって健康被害を生じさせる
おそれがあるとき
⒞ 宗教上若しくは良心から特定の雇用に関連する活動を行うことを拒
否するとき
⒟ 求職者指令によって介護責任を遂行することが困難になるとき
⒠ 求職者指令によって指示された事項を遂行するために，自宅から合
理的な経路及び方法での交通が困難で時間がかかると判断されるとき
⒡ 求職者指令によって指定されたプログラム遂行地までの交通費が，
雇用プログラムにおいては報酬にしめる割合が高いとき，若しくはそ
の他の場合では求職者指令を遂行するに際して交通費が不相応に高額
になるとき
⒢ 求職者指令を遂行するにあたって，その間の扶養児童の養育費用が
不相当に高額になるとき
以上のような場合には，求職者指令を拒否しても正当事由ありと推認され，
給付制限を受けないことになる。したがって，雇用事務官側も，これら正当
事由該当性を?慮しつつ求職者指令を発することになる。
⑶ 職業訓練・雇用プログラムに関する拒否の正当事由
1996年求職者手当規則73条は，職業訓練ないし雇用プログラムを拒否する
ことができる正当な理由について，次のように規定している。
⒜ 求職者の心身状態（疾病ないし障がい）により，職業訓練や雇用プ
ログラムへの参加が不可能であるとき，あるいは参加することでその
状態が悪化するとき，参加することによって他の受講生に健康被害を
及ぼすおそれがあるとき
⒝ 申請者の真意に基づく宗教上若しくは信念上，職業訓練や雇用プロ
グラムに参加することを拒否するとき
⒞ 求職者の居住地から合理的な方法による交通で１時間以内に，適切
な職業訓練若しくは雇用プログラムが存在していないとき
⒟ 求職者に介護責任があり，且つ申請者と同居する適切な介護者がい
― ―90
佐賀大学経済論集 第44巻第４号
ない場合，あるいはその代わりとなるような手段がないとき
⒠ 求職者が裁判所への出頭を命じられているとき
⒡ 求職者の近親者が死亡したことにより，その葬儀に参列するとき
⒢ 救命艇を発進させ，あるいは消防隊としての職務を遂行しなけれれ
ばならないとき
⒣ 求職者の近隣地域における緊急事態が発生したとき
以上のような場合には，職業訓練等拒否の正当事由があるものとして取り
扱われることになる。
ここで留意すべきは，拒否の正当事由判断にあたって，求職者の置かれた
具体的生活状況と，職業訓練プログラムの内容の適性については検討を加え
ないということである。したがってこれらは規則に例示された回避条項が例
示に過ぎないという点から，正当であるか否かの解釈問題に帰することにな
る。
４．職業訓練・求職活動指示違反に関する裁判例・裁決例
それでは，これらの給付制限（制裁措置）に関して，いかなる場合に「正
当な理由」があり，これを回避することができるのか。換言すれば，求職者
が保有することのできる職業活動に関する自由と，求職者手当の給付目的で
ある生活保障を行うとともに求職活動を強制するという，生活保障とひきか
えの自由の制約に関し，いかに調和点を見出してきたのかを検討する必要が
ある。そこで，ここでは上記の給付制限（制裁措置）の正当性について，裁
判所の判例と社会保障（及び児童援護）コミッショナーの裁決がどのように
判断してきたのかについて検討を加える。
⑴ 求職者指令の指示違反
① 求職者指令
求職者指令というのは，雇用事務官（国務大臣あるいは国務大臣から指示
されその任務を代理して遂行することが予定されている者（法19条１項ａ号）
で，通常はジョブセンタープラスのパーソナルアドバイザーがこの任務にあ
たる）から提示された求職者の雇用獲得に向けた支援の観点からの文書によ
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る指示，あるいは申請者が雇用を獲得するための見込みを改善するために行
われる文書指導指示書のことを指している（法19条10項ｂ号）。
雇用事務官は求職者に対して，現存する「職業能力ないし雇用される能
力??の開発向上のために，求職活動の技能及びモチベーションの改善を図
るべく，コースへの参加を命じることができる。このような意味から，求職
者指令は雇用される能力（employability）の向上を通して再就職を支援する
計画内容とその実施プログラムと位置付けられ，再就職にとって実際上非常
に重要な意味を持っている。本条項が規定される以前は，求職者が再就職に
あたって策定された計画に基づいて何らかの能力開発プログラムなどを受講
しても，それは自発的なものに過ぎずに法律的な位置付けが何もなかったこ
とが問題視されていた。求職者指令はこれに法的な位置付けを与えたものと
して評価されている。
ただ，求職者がこの指示内容を不服に感じたとしても，それ自体に関する
不服を申し立てる権利は法律上予定されていない。つまり，法的に指示内容
の変更を求める権利が存在しているわけではないのである。そこにあるのは，
指示違反を理由として行われた制裁措置の有効性を争う場合に限られている
点に留意が必要である。
② 求職者協定と求職者指令
この求職者指令の義務違反とは別個に，雇用事務官と求職者との間で締結
される求職者協定に関しては，その履行が義務づけられている。求職者協定
には求職条件や求職活動内容などが明記されるが，それに反している場合に
は受給要件として規定されている就労可能性がないか，あるいは積極的に求
職活動を遂行していないと判断されるので，一時的な停止・欠格をもたらす
のではなく，その求職者協定義務違反が継続する限りにおいて永続的に給付
が停止されることになる（法９条）。
それでは，両者の関係はいかなるものか。求職者協定は，求職活動中に ?最
低限すべきこと」が明記され，これに反した場合の支給停止処分が予定され
ているのに対して，求職者指令は求職活動に当たって「再就職に資すると?
⑺ DSS/DE,Jobseeker’s Allowance, 1994,Cm 2687,para4.18.
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えられる手段」を指示しているのであるから，その法的評価が異なるのは当
然ともいえよう。さらに，求職者と雇用事務官との間で「合意に基づいて」
作成される求職者協定（法９条）は，両者の合意によって変更されることが
原則であることから，求職者協定と求職者指令とでは，根本的に両者の法的
性格が異なるものとして位置づけられよう。
ところで，雇用事務官が「求職者の個人的状況に鑑みた」指示の「合理性」
と，求職者がそれを拒否することの「正当性」が一定程度重複することはや
むを得ないものと?えられている。そこで，結局は指示違反に関する「正当
な理由」の解釈に委ねられるということになる。この点は後ほど検討するこ
とになる。
③ 求職者協定不履行に関する事例
この求職者協定の不履行に関し，2004年の王座裁判所の事例がある??。
Pattison氏は，2003年３月２日，雇用事務官（ジョブセンタープラス職員）
との間で，求職者法上の義務である求職者協定を締結した。彼は求職の職種
として非民間部門の事務員，図書館助手，公務部門の事務職員を希望した。
この文章では，彼の求職条件として，居住地域から公共交通機関で通勤可能
な範囲での求人に応じるということが表明されていた。
2003年３月21日，Pattison氏に対し，雇用事務官は求職条件適性調査を
行った。その結果に基づき，雇用事務官は倉庫の事務職の求人を提示した。
Pattison氏はこれを受け入れなかったため，正当な理由なく求人の受諾を拒
否したとして給付制限を受けた。社会保障不服審判所は，Pattison氏の拒否
に正当な理由があるかどうかについて検討を加えた。審判所は規則72条を勘
案し，これに正当な理由がないと判断した。
?本件の場合，Pattison氏は徹頭徹尾，資本主義経済や経済，労働者階
級に対する異論があって，この拒否を申し立てているものと判断される。
審判所はこれらの異議が法的に保護される良心に基づいて発せられたも
のとはいえないと判断する。Pattison氏の異議申し立てはいかなる事情
⑻ R. (Pattison) v Social Security and Child Support Commissioners,［QB］2004,
［2004］EWHC 2370(Admin).
職業訓練受講拒否を理由とする失業給付の給付制限
― ―93
があろうとも不合理なものである。審判所としては，Pattison氏が1991
年から（12年間も）継続的に失業状態にあった事実を重視し，合理的な
人間ならば自己の良心に照らし，事の重大さに鑑み，提示された求人を
受諾するであろうと判断する。」
審判所はこのように述べて，Pattison氏の拒否が求職者協定違反にあたる
ものと判断し，訴えを棄却した。
これに対し，Pattison氏は民間部門で働くことに関してずっと異議を唱え
てきたとの理由で司法審査を求め，社会保障コミッショナーに上訴した。次
のように主張した。
?私は民間の商業部門で働きたくはない。そのことはずっと言い続けて
いた。それにもかかわらず，雇用事務官は私が民間部門で働きたくない
ということを書面の裏面に書く一方で，私に民間部門の求人を提示し続
けていたのです。私は何度も何度も民間企業に就職したくないと言って，
それを断り続けてきました。その理由は，民間企業には，利潤をあげる
労働者を雇用し続ける義務がないということに関して，民主的な説明責
任を果たしていないと感じていたからです。そうでないとしても，使用
者は労働者個人の努力から収益を得ているにもかかわらず，それを認め
ようとはしない，というのが拒否する理由です。」
Pattison氏は三点を理由に上訴した。
第一に，民間部門の求人を紹介するということ自体が求職者協定違反にあ
たるというのである。その協定の締結と変更は正当に行われたものであるが，
民間部門にまで広げても良いと言うことに関しては同意していない。雇用事
務官のAuburn氏は，非民間部門に限って求職活動を行うという条件を付す
ことそのものが議論にならないとしていたけれども，Pattison氏はこれに同
意せずに求職活動を続けさせられたというのである。
第二の理由は，その決定がヨーロッパ人権条約第6条に違反するというもの
である。彼は良心の自由を認めずに不公正な行政決定がなされていると主張
している。
第三の理由として，Pattison氏はまた，すべての人に思想，良心及び信仰
の自由が保障している同条約第９条にも違反しているということを指摘して
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いる。この結果，彼に経済的な打撃を加えることが認められないと主張する。
彼は求職者手当の目的というのは雇用への励ましになるために設けられたも
のであると，政府が?えていると主張する。そうであるならば，Pattison氏
の民間部門での雇用を拒否するということが求職者手当を受給する権利とし
て含まれているのであり，法の根底にはそれを保障するということが存在し
ているのである，と主張するのである。
これに対し，判決は次のように判断した。
法律の目的と制度構造をみると，規則72条の規定には良心の自由を議
論する余地がなく，それらの規定には法の目的から効果を発生させるに
過ぎないということが素直な理解である。しかし，私は Pattison氏の
ヨーロッパ人権条約第９条に関する議論には傾聴に値するものがあると
?える。このことは，換言すれば，彼の主張が人権条約９条にいう保護
されるべき良心に当たるか否か，という問題でもある。審判所の裁決に
おいて，Pattison氏の信念は保護されるべき良心にはあたらないものと
判断された（このことは証拠として採用された学生時代の証拠書類から
も明らかである）。
Auburn氏は Pattison氏の異議が不合理であるということを，審判所
の判断に先んじて確認した。その理由は，とりわけ，彼の長期にわたる
失業にあった。Auburn氏はそもそも最初は第９条の規定の適用を認め
ていなかったのであるが，それが深慮に基づいて発せられたものでない
ことを指摘したのである。このことは，1978年のArrowsmith事件??で
も明らかなように，第９条にいう良心の自由には該当しないと?えたの
である。
しかし，私はコミッショナーのヨーロッパ人権条約第９条違反に関す
る議論には，次の理由で同意すべきでないと?える。第一に，求職者契
約（筆者注：求職者協定）の含意には，市民として求職者手当を請求す
る権利が含まれているのであり，市民一般がそれに従わなければならな
い行為規範が明記されているわけではない。したがって，求職者法とそ
⑼ Arrowsmith v United Kingdom［1978］3 EHRR 218
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の規則の制度構造の枠内で生じた何らかの制限というものとは，不可避
且つ本質的に市民一般に制限を加えるものであってはならないのであ
る－たとえそれが雇用されていない者に圧力をあたえるような方法で
あったとしても。Pattison氏は，それが強要であったと主張している
が，求職者協定と求職者指令の文言にしたがった場合に給付がなされる
ということを意味しているのである。現実問題は別にしても，私の見方
では，給付申請の結果として，提示された条件を受諾するということが
含意されているものと思われるのである。
第二に，しかし，そうはいっても，この事例では審判所の事実認定，
とりわけ Pattison氏が数年間民間部門で働いてきたという事実を重視
すべきである。Pattison氏は離職当初民間部門で働くことをそれほど拒
否していたわけではなかったのであるが，失業の長期化に応じて徐々に
態度が硬化してきており，それに基づいてなされた拒否に正当事由がな
いとされたのである。それでもやはり，Pattison氏は求職手当を受給す
ることを選び，求職者協定を締結しているという事実は，ヨーロッパ人
権条約第９条に関する議論は?慮しなくても良いということになると思
われる。それゆえに，本上訴は棄却するのが適当である。
つまり，この事件では求職者の思想・信条の自由が最大限尊重されるべき
であり，その範囲を超える制裁を加えることができない，と判断するのであ
る。他方で，事実関係からは，その思想・信条が法的保護に値しないと評価
されたことによって，訴えが認められない，ということになろう。この評価
には，12年という失業期間の長期化によって，その保護の程度が低下するの
だ，ということが容認されているようにも思われる。そうすると，長期失業
という状態そのものは，適職選択の権利をめぐる権利制約事由となりうる，
ということになろう。
⑵ 職業訓練制度若しくは雇用プログラムの受講拒否を理由とする制裁
① 職業訓練の法的位置付け???
? これらの法的構造については，丸谷浩介「イギリスにおける求職者支援法の展開」季
刊労働法232号（2011年）65頁参照。
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「職業訓練」とは，規則75条１項ｂ号によると次のように定義されている。
「『職業訓練制度（a training scheme）』とは，イングランド及びウェー
ルズにおいて提供される18歳以下ないし18歳から24歳を中心とした職業
訓練プログラムであり，国務大臣の指示に準じて指定された訓練企業協
会から直接ないし間接に指示されたもの」である。
なお，同条によると，スコットランドも同様の仕組みを採用している。
また，「雇用プログラム」とは，次のようなものとして規定されている（規
則75条１項ａ号）。
?1973年雇用訓練法（Employment and Training Act 1973）第２条の
規定に基づき，国務大臣が行う求職活動に関する助言，勧告，指示をい
い，1988年雇用法（Employment Act 1988）25条でいう次のものを意味
する。①職業訓練及び雇用を得る機会に関する指導勧告を行う最大１週
間のジョブプランワークショップ，②再就職阻害要因を特定し，それを
改善支援するための最大６週間にわたるプログラム，③最大４週間の求
職活動に関する実際的な支援をおこなうワークワイズ（スコットランド
ではワークリンク），④求職活動の重要な点を助言する最大２週間の再就
職コース」
現在はこれに労働党政権が採用してきたニューディールのプログラム受講
者のうち，最初の４ヶ月間に付与されていた「ゲートウェイト」（カウンセリ
ング付きの就職活動支援であり，求職条件についてかなり広範な制限が認め
られ，且つかなりの再就職実績をあげていた）がこれに該当し，指定された
不況地域における再就職支援プログラムである「エンプロイメント・ゾーン」
についてもこの対象となっていた???。
② 職業訓練の拒否に関する給付制限（制裁）事例
職業訓練拒否等に関する給付制限は，いくつかの場面を想定して規定して
いる。先にも述べたように，正当な理由なくして職業訓練・雇用プログラム
への参加を正当な理由なく拒んだとき，ないしそれらの訓練やプログラム課
? なお，2010年の保守連立政権によって「ワークプログラム」へと改正されている。丸
谷前掲註?論文参照。
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程を中途で放棄したとき，出席が強制されているにもかかわらず欠席したと
きがこれにあたる。
この中でも，欠席に関する事例として次のようなものがある???。
求職者は，求職者手当規則75条１項４号に基づく13週間の集中的求職活動
期間にあった。その職業訓練課程は2005年３月21日の朝９時30分から開始が
予定されていたが，その日は遅刻して10時30分から11時30分の間に出頭して
しまった。彼の到着が遅れてしまったために，彼はその日のプログラムすべ
てを受講することができなくなってしまった。給付判定官は，規則69条１項
ａ号に基づいて，正当な理由なくプログラムに参加しなかったとして２週間
の支給停止決定を行った。求職者はこれに不服を申し立てたが，その理由は
彼の同居する祖母が病院に行くのに付き添っていたので帰宅が深夜になり，
翌日寝過ごしてしまった，というものであった。社会保障審判所は，プログ
ラムに遅刻したことに関しては正当な理由がない，と判断して求職者の訴え
を退けた。求職者が社会保障コミッショナーに上訴したのが本件である。
社会保障コミッショナーは次のように述べて上訴を棄却した。
⑴ 社会保障上訴審判所は，規則73条２項ａ号から同項ｊ号に規定に照
らして「正当な理由」については正しい解釈を行っている。
⑵ 審判所は，「出席」という文言が「そのコース提供主体が定める開始
時刻に遅刻せずに出席する」というというように理解していることは，
正しい理解である。その一方で，求職者が僅か数分遅刻することはあ
りうることであるが，そのような場合にもプログラム提供主体が一時
間のプログラムに参加することを拒否するという取扱いをおこなうこ
ともまた，ありうることである???。その理由は，法が求めているプロ
? CJSA/2501/2005,to be reported as R(JSA)2/06.
? 本件で先例として引用されていた1961年のHinchley事件とは次のようなものであっ
た。義務教育年齢の児童である Stephen Hinchleyは，1960年１月から３月までの間，出
席日数が少ないとして父親の Samuel Hinchkey氏が有罪判決を受けた。その根拠は，
1944年教育法の規定（「すべての子どもの親は，適切な年齢に応じてフルタイムの教育を
受けさせる義務を負い，定刻に通学させる義務を負う」）にもかかわらず決まった時刻に
登校することができなくなってしまった，ということであった。彼は巡回裁判所に対し
て1960年１月から３月までの間に，子どもが27回出席して29回欠席していることを主張
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グラムの参加というものが，求職者の能力開発・向上に資するもので
ある以上，その能力開発に向けた個別のプログラムの有効性を踏みに
じるような結果になることは，法が認めていないのである。
⑶ 非違行為による除籍処分と給付制限
求職者の雇用プログラム等に関して自ら招いた非違行為で除籍処分とされ
た場合，かつてはそれに正当事由による保護がなされてこなかった。すなわ
ち，正当な理由があろうとなかろうと，除籍処分には即給付制限が加えられ
てきたのである。
この「非違行為」に関する定義規定は，現在でも法律ないし規則に明記さ
れていない。しかしながら，失業給付から求職者法に至るまで，非違行為に
よる解雇（有責解雇）に関しては給付制限が加えられることとされており，
これと同じ意味であると把握された???。次のような事例である???。
ニューディール25＋の集中的求職活動期に指定されていた当時46歳の上訴
人は，そのプログラムについて非違行為を理由として除籍処分を受けた。彼
の非違行為というのは，薬物の影響下で二度ほど他人に暴言を吐いたという
ものであった（プログラム側は暴行を加えたとの主張したが，裁決ではこれ
を否定した）。暴言を理由として訓練プログラムは彼を除籍処分としたことを
受け，その結果彼は「非違行為に基づく除籍処分」であるということから求
職者手当を二週間欠格する処分を受けた。
彼は社会保障不服審判所に給付制限が不服であると訴えた。審判所は，彼
の行動が非違行為に該当すると判断し，これに基づく除籍処分と給付制限が
正当なものと判断して訴えを棄却した。これに対し彼は法律上の過誤を主張
して社会保障コミッショナーに上訴した。社会保障コミッショナーは以下の
し，異議を申し立てた。子どもの学校では朝９時15分から開始されることにされていた
が，出席をとるのは９時45分であり，それ以降に登校しても欠席の扱いにされることに
なっていた。その記録については口頭によるものは存在していたが，書面によって記録
されているわけではなかった。王座裁判所は，子女に教育を受けさせる義務というもの
の本質から，決まった時期に決まった時刻に登校することが正当であるという理由から，
訴えを退けた。Hinchley v Rankin［1961］1 WLR 421.
? 両者が同義であることについて，CJSA/3790/2001が支持している。
? CJSA/3790/2001
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ように述べて上訴自体は認めたものの，審判所の判断自体の変更は行わな
かった。
?上訴人の行為が非違行為に該当するか否かは，その行為が雇用を決定
する使用者が受け入れることができるかという観点から判断すべきであ
る。原審の審判所ではこれを受け入れないであろうと判断したが，上訴
人はそのように?えていない。当コミッショナーとしては，上訴人がス
タッフを罵ったことによっていかなる処分を受けうるかを了知していた
ものと?え，それが暴力行為によって傷害を加えるようなものではな
かったとしても，ペナルティを加えるのに十分なものであると判断する。
この非違行為による給付制限は裁量の余地なく２週間の給付を停止すべ
きものと?える。」
この事例では，一般論として職業訓練ないし雇用プログラムについて，非
違行為に基づいて除籍処分を受けたことの正当事由を，「プログラムそのもの
の継続可能性を脅かす事態」と，「当該非違行為が採用時に使用者にとってな
される評価」の二点から判断しているものと?えられる。そして，この二点
は，雇用契約の解除事由としての非違行為の評価と，プログラム解除事由と
しての非違行為の評価が，同一のものであってもよい，ということを意味し
ている。
結局，非違行為に基づく除籍処分が給付制限相当とされるためには，職業
訓練課程や雇用プログラムの目的を遂行する上で，その継続を不可能にする
ような非難可能性や有責性があることが必要である，との判断が一般的な理
解である???といえよう。
５．おわりに
以上の検討から，次の示唆が得られる。
まず，イギリスにおいては，1980年代以降失業関連給付の給付制限を強化
する改正を随時行ってきた。このことは，求職者の求職条件や求職活動方法
? CSJSA/495/2007と CSJSA/505/2007も同様の理解を示している。
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に関する自由を制限する側面がある。これら改正は，求職者の自由を制限す
ることを通して就労関連活動を強制することにより，給付との関連を密接に
結びつけるものである，ということができる。
このような目的を達成するためには，職業訓練を求職活動に実効的ならし
めなければならない。この目的達成手段として，給付制限規定の活用を促し
ているものと評価できよう。それ故に，求職者が（再）就職という目的達成
を毀損するような行動を取った場合，これをかなり明確に給付制限の対象と
位置付け，これに止まらず制裁措置を加えるという構造を採用している。
しかしながら，裁判例によるとこれら自由の制約は無制限に認められてい
るわけではない。求職者は，自らが失業関連給付の受給者であるという従属
的関係故に無制限に自由を制限されてもよい，というわけではないのである。
Pattison事件にみられるように，求職者と雇用事務官との合意によって自由
が制約されることがあるとしても，それが自由意思による合意を基礎として
なされたものである限りにおいて，社会通念上相当みなされる範囲において，
自由の制約が承認されるのである。そしてこの制約は，失業関連給付の受給
者だけにとって特別に認められる制約なのではなく，非受給者にとっても社
会通念上制約可能であるとされる制約の範囲に限られるのである。
それでも失業関連給付の受給者にとっては，失業の罠の問題は残る。その
一方で労働市場との接触を持ち続けることが重要なことなのであるから，雇
用事務官と求職者とのコミュニケーションによる自立に向けたコミュニケー
ションは不可欠となる。この点は別稿で論じた点ではあるが，我が国の法制
でも給付制限と権利としてのパーソナルサービスないし積極的労働市場政策
とは，密接に関連するものとしての議論を行う必要があろう。
【付記】本稿は，科学研究費補助金若手研究（Ｂ）（10016374）の成果の一部
である。
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